
今月２６日より平成２７年の和泉市議会第１回定例会が

開かれます。議会の日程予定は、以下の通りです。今回の

定例会は、和泉市の平成２７年度各予算が間もなく発表さ

れますが、その内容についての予算特別委員会が約１週間

行われる予定です。
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和泉市立病院新病院建設については、前号でもお伝えい

たしましたが、いよいよ基本設計の募集がプロポーザル

方式にて行われております。新病院は当初の計画から面

積などが変更され以下のような概要になります。

●敷地面積 ２２０００㎡

※容積算定面積 １９４４０㎡

※開発道路・開発緑地を除く面積

●用途地域 都市計画区域内 市街化区域

第１種中高層住居専用地域 + 第１種住居地域

市街化調整区域 ※市街化調整区域部分は都市計

画変更を行い、用途地域を指定

●建ぺい率 ６０％

●容積率 ２００％

●用 途 病院

(許可病床数：３０７床 計画病床数３３８床）

●規 模 地下１階/地上７階

●構 造 鉄筋コンクリート造 または鉄骨造

免震構造※１階（ＧＬ+１９．０ｍ）を駐車場

として利用した柱頭免震

●建築面積 ５０５０㎡ 建ぺい率25.98％

●延べ床面積 ２８０００㎡

※容積対象面積 ２５３００㎡ 容積率130.15％

※１床あたり面積 ８２.４１㎡

(許可病床３０７床・駐車場の面積を除く）

●病棟基準階 １床あたり面積 ２７.００㎡

２月２６日(木）本会議（議案上程、市政方針、

大綱質疑）

２月２７日(金）厚生文教常任委員会

３月 ２日(月）都市環境常任委員会

３月 ３日(火）総務安全常任委員会

３月 ６日(水）予算審査特別委員会（１２日まで）

⇓

⇓

３月１２日(木）

３月１６日(月）議会運営委員会

３月２０日(金）一般質問（２４日までの３日間）

⇓

３月２４日(火）

３月２５日(水）本会議（議案採決）

なお、予算委員会は、審議時間が延長になる場合があります。

また一般質問は、質問者数により日程が変更になる場合があ

ります。

和泉市議会第１回定例会予定



主張 奨学金返済の減免 若い世代の地方定住に必要
地域の将来を担う若者の育成に積極的に取り組んでいきたい。

政府と地方自治体、地域の産業界は2015年度から、地方に就職する学生の奨学金返
済額を減らす制度を始める。自治体や産業界が共同で基金をつくり、卒業後の返済を
一定の割合で肩代わりする。政府は、きょう国会に提出する15年度予算案で交付税
を手当てし、基金を支援する方針だ。

地方の活力維持には、人材の東京一極集中を改めることが欠かせない。大学入学や就
職のタイミングで東京に移り住む若者は多く、政府の対応に地方からは歓迎の声が上
がっている。

類似の取り組みは、既に香川県など、いくつかの自治体で行われている。12年度か
ら始まった香川県の制度では、対象者に月額3万～6万円程度の無利子奨学金を貸与。
卒業後、同県内で就職した場合は、借りた月数に1万5000円を掛けた金額の返済を
肩代わりする。

制度に対する利用者の評価は高く、初年度は募集定員の10倍近い応募があった。他
の自治体でも同様の仕組みを実施すれば、若い世代を呼び込むことができるはずだ。

政府はこの新しい奨学金事業で、事業に取り組む1道府県あたり100人程度を対象と
して想定しており、数千人規模での地方定住を促す考えだ。

制度の対象となる学生の専攻分野や産業種別、人数、支援する金額は今後、自治体と
地元の産業界が協議して決める。地方での定住を望む若者の希望を可能な限りかなえ
られるよう、自治体や産業界には、幅広い分野の学生を対象にした制度とすることを
期待したい。

総務省によると、東京圏では14年、転入者が転出者を上回る転入超過が約11万人に
達した。政府は、こうした現状を改め、20年までに東京圏の転出・転入者を同程度
にする目標も掲げている。新奨学金事業は、公明党の「活気ある温かな地域づくり推
進本部」が、重点分野に掲げる政策の一つでもある。

地方への若者の定住を本格化させる一つのきっかけとして、全国の地方議会で事業の
実施を議論してもらいたい。

公明新聞：2015年2月12日（木）付より
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